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１級製図、令和7年合格するぞ「建築基準法の庁舎」について、下記３点に
ついて解説します。

① 庁舎とは（官公庁施設の法律）より

② 庁舎の建築基準法の解釈 （用途）

③ 消防法の別表１（消防関連法）の解釈

なお、最後に採光と歩行距離についても補足します。
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①庁舎とは（官公庁施設の法律）よりについて解説します。

庁舎は、「官公庁施設の建設等に関する法律」で定義されています。

その中の用語の定義により、「庁舎」とは、国家機関がその事務を処理す
るために使用する建築物となっています。
更に、「庁舎」の構造は、耐火建築物としなければならないと示されていま
す。
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②庁舎の建築基準法の解釈 （用途）について解説します。

建築基準法の「庁舎」の用途は、事務所となります。

事務所なので、特種建築物ではありません。

ただし、その他で組み込まれる要求室の面積によっては、複合用途となり
ますが、課題の床面積から判断すると、その組み込まれる他の要求室、例
えば図書館やレストランなどの面積等から法的な複合用途になるまで影響
することは小さいと判断できます。

更に、庁舎の用途地域は、表１の通りとなります。

ここで第一種および第二種高層住居専用地域は、その階数や面積により、
建築の可否が決定されます。

ただし、ここも１級建築士の課題として、その指定される階数や面積から考
慮すると、ほぼ建築不可に該当すると想定できます。
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③消防法の別表１（消防関連法）の解釈について解説します。

庁舎は用途が事務所に該当するので、消防法の別表１の項目は、（15）前
各項に該当しない事業場となり、その結果、消防法上は、屋内消火栓が対
象となります。
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その他の法的解釈について解説します。

（1）庁舎の法的採光は、床面積1/20以上の開口部が必要です。

（2）庁舎の歩行距離は、60ｍ（無窓の場合は40ｍ）、重複距離は30ｍ（無

窓の場合は20ｍ）となります。

以上で令和7年の製図に合格するぞ「建築基準法の庁舎」の説明を終了し

ます。


